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■ 研究会開催報告 ■ 
「日本、中国、欧米の水素エネルギー事情と水素システム構築のための日中協力の可能性」 

日  時：2021年 6月 29日（火）15：00～16：30 

開催方法：WEBセミナー(Zoom利用) 
 

【講演概要】 

水素システム社会は欧州中心に進展しつつあり、カーボンゼロを目指すための有力なエネルギー資源と期待されてき

ている。日本でも水素は昨年末公表のグリーン成長戦略でも急速に注目を浴びている。また、2018 年李克強総理訪日

時に、FCV など日本の水素技術に関心を持ち、李総理の政治活動報告で水素イノベーションに言及されたのをきっかけ

に、中国でも水素によるグリーン政策が加速化されてきている。一昨年より日中省エネ環境フォーラムでも水素分野の

日中協力が取り上げられている。このような中で、これまでの水素エネルギーの世界的な動きとともに、水素システム

構築のため日中協力の可能性についてお話いただいた。 

 

【講師紹介】杉田 定大（すぎた さだひろ）氏 

一般財団法人日中経済協会 専務理事 

＜略歴＞ 

1980 年通産省入省後、88 年～91 年マレーシア駐在（日本大使館）。1998 年初代新規産業

課長、この折に PFI 推進法の制定や NASDAQ 日本誘致、ストックオプション税制創設など

にかかわる。 

2002 年通商政策局アジア大洋洲課長、その後通商金融･経済協力課長、内閣官房内閣参事

官（知的財産戦略推進事務局)、07年経済産業省中国経済産業局長、08年～09年大臣官房

審議官後退官。 

この間、01 年から 07 年まで日本の官民が立ち上げた日中経済討論会の企画推進に従事。

これは日本で最初の中国民営企業に着目した対話活動であった。また、深圳、杭州、北京

中関村、上海などでの日中スタートアップベンチャー交流等の活動も推進。中国経済産業

局長時代には水素の実用化に向け、山口県周南市において水素パイプラインの実証実験を

リーダーとして行った。 

この間、東京工業大学特任教授、早稲田大学で客員教授を務め、現在に至る。 

16年 6月より一般財団法人日中経済協会専務理事。 
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1.講演録 
 
【開会】 
 
（司会） 

第 1 回アジア太平洋研究会を始めさせていただ

く。 
本年の 4 月 1 日より、中国総合研究さくらセンタ

ーは改組し、新たに「アジア・太平洋総合研究セン

ター（APRC）」となった。アジア・太平洋総合研究

センターでは従来の中国に加え、発展が著しいアジ

ア太平洋地域にまで対象を拡大し、調査研究・情報

発信・交流推進をすすめ、日本とアジア太平洋地域

との交流と相互理解を促進し科学技術協力を拡大進

化することを目指している。 
初めに、アジア太平洋総合研究センターのセンタ

ー長に就任した白石隆よりご挨拶をさせていただき

たい。 
 

（白石センター長） 
この 4 月からアジア太平洋総合研究センターのセン

ター長に就任した白石隆でございます。ご承知の通

り世界の政治経済の状況というのは非常に大きく変

化しております。中国ほか新興国が台頭し、多極化

が進展し科学技術イノベーション政策においても新

しいプレーヤーが登場し、多くの国々はこれまでよ

りも非常に多い資源を投入して、科学技術イノベー

ションがこれからの世界の発展、社会の変化、力の

バランス、大きな役割を果たすことになることは確

実だろうと考えております。 

 
また気候変動、感染症などをグローバルな課題へ

の取り組みはこれからますます重要になってくると

考えております。国際通貨基金（IMF）などの予測

によりますとアジアだけでも世界の名目国内総生産

（GDP）の研究費の 4 割近くを占めておりますし、

High Impact の論文を飛躍的に増加しており、この

地域は新興国の集合地域であると同時に科学技術イ

ノベーションの世界的な中心の一つとして台頭して

おります。 
一方、日本は少子高齢化の進展、海外への留学生

の減少、科学術研究競争力の低下、食糧・エネルギ

ーなどの資源制約、こういう多くの課題に直面して

おります。けれども同時に非常に安定した民主社会

がありますし、所得も少しずつは伸びております。

2050 年までを見渡しましても世界有数の経済規模の

国として多極化する国際社会の中で安定的な役割を

果たせるものと考えております。 
しかしそのためには、やはり日本におきましても

現在急速に進展をしております科学技術イノベーシ

ョンあるいは第 4 次産業革命においてこれにどう対

応するのかというのが最先端の課題であることは間

違いございません。 
ではどのようにかじ取りしていけばよいのか。

JST ではこの課題に応えるべく成長世界の成長セン

ターの中心でございますアジア太平洋地域について

政治・経済・社会・文化を含めた相互理解の推進、

科学技術協力加速の基盤整備のため、今年 4 月 1 日

にアジア太平洋総合研究センターを設立することと

いたしました。 
このセンターは調査研究、情報発信、交流推進、

この 3 つを大きな柱としましてアジア太平洋地域に

おける科学技術分野における連携協力を拡大進化し

て、わが国のイノベーション創出の基盤を構築する

ことに貢献する。これを目的としております。日本

の科学技術イノベーションに向けて活発で透明度の

高い活動を行い確かな実績を積み上げていきたいと

いうふうに考えております。日本の皆様にとりまし

てもアジア太平洋の地域の国々での皆様にとりまし

ても、センターが常に身近で頼りになる存在である

よう努力したいと考えております。皆様のご理解と

ご支援をよろしくお願い致します。 
 

（司会） 
本日の研究会は一般財団法人日中経済協会の専務

理事、杉田定大氏にご登壇いただく。 
タイトルは「日本中国欧米の水素エネルギー事情

と水素システム構築のための日中協力の可能性」と

なっている。経歴については省略させていただく。

それではお待たせいたしました杉田様、宜しくお願

いを致します。 
 
（杉田氏） 
日中経済協会の専務理事と北大の特任教授をして

おります杉田です。よろしくお願いいたします。 
今日は、アジア太平洋総合研究センター第 1 回目の

セミナーということで、非常に光栄です。私は、先

ほどご紹介いただいたとおり、マレーシアにも勤務
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しておりましたし、アジア太平洋州局長もしてお

り、どちらかというと中国の専門家というより、経

済産業省の中でも東南アジア諸国連合（ASEAN）あ

るいはインド太平洋地域のプロとして、自分でも自

負しているところであり、白石先生にも非常にお世

話になってきたところである。今日、私が説明する

水素の話も、日本が中国あるいは ASEAN といった

国々と、どう水素システムをシェアしていくのかが

大事ではないかと思っている次第である。そういっ

た意味で非常に意味ある会議にお招きいただいたと

思っている。 
まず、2007 年に、私が中国の経済産業局長をやっ

ておりました時に、実際、この水素についてかなり

勉強をした。この当時、水素について関心を持たれ

ていた企業は、日本石油、岩谷産業。パイプライン

ということでは新日鉄。それから石油化学、鉄鋼メ

ーカーなどの企業が、当時、随伴ガスとして出てく

る水素を活用して水素社会をつくっていけないの

か。特に石油化学コンビナート、鉄鋼コンビナート

のさらなる延長線として水素、あるいは電力、蒸

気、廃棄物などの多様なエネルギー源をどうやって

うまく使うのかというのが最初であった。実は私も

調べてみたら、この図にあるように千葉県市原市の

あたりや川崎にも一部あるが、工場地帯をたどる水

素のパイプラインは、この時代からすでにあった。

しかしなら当然、公道を走るような水素のパイプラ

インはなかった。 
実は私も中国地域が、石油化学や鉄鋼化学などが

随伴ガスとして、今でいうとブルーな水素になって

しまうわけだが、こういう水素や天然ガスのパイプ

ラインをうまく有効活用しながら、この地域のエネ

ルギー資源としてうまく使えないのかというふうに

考えた。特にこちらの集団の地域で、ここには福山

があり、ここから随伴ガスをもらって、個々の家庭

で定置式の燃料電池を動かすというような小型のパ

イプラインの実証実験を行った。この当時、アイス

ランドで学会があり、そこにも我々は参加した。残

念ながらこの当時は、経済産業省においてまったく

の少数派であり電力やガス屋さんからは、水素など

はとんでもない。あるいは原子力の人たちからも、

水素への理解が得られない現状であった。 
 
１．世界・欧米の水素システム 

私は、ずっと水素を追いかけてきたが、当時、

2017 年にトヨタが燃料電池自動車（FCV)を中心に

水素に対する考え方を積極的に展開された。これが

契機となり水素産業ビジョンなどが、経済産業省で

もつくられるようになってきた。そもそも現状のカ

ーボンニュートラルの中で、エネルギー資源として

水素が不可欠になるのではないかと私も強く思って

いる。 
この中で例えば化石燃料から水素を作る水素。こ

れはブルーな水素になるが、化石燃料から作ったと

しても CCUS(Carbon dioxide Capture,Utilization 
and Storage: 二酸化炭素回収・有効利用・貯留)で
二酸化炭素（CO2）を固定するという形である。当

然、非化石燃料から作る再生エネルギーで水を電解

してつくるグリーンな水素。それからその水素をう

まくアンモニアに転換して、アンモニアとして運

ぶ。需要先としては発電部門、輸送部門、民生・業

務部門、産業部門がある。最初のころは、トヨタが

FCV に関心を持ったからかなり水素の戦略が変わっ

たと申し上げたが、水素戦略の中でも、例えば 2050
年ぐらいで FCV は 80 万台ぐらいを想定されてい

る。これは水素でいうと 7 万トン。まあせいぜい７

万ぐらいであり海外から水素を持ってくるという話

をしている。 
これは非常に LNG（液化天然ガス）に似た形で、

海外で作られた。あるいは出てくる水素を日本に輸

入してくるという形で考えると、だいたい 60 万キロ

ワットのガスタービンが、年間 25 万トンほど水素を

使うことになる。そうすると FCV が 280 万台にな

る。何を言いたいかというと、発電部門に使われる

水素がかなり多い。私の今日のプレゼンも FCV の話

を最後にさせていただき、基本的には発電などを中

心とした水素の利用の話をしたいと思う。 
それでは、その水素がどうなっているかという

と、これは国際原子力機関（IAEA）が Future of 
Hydrogen というレポートを過去に作っており、そ

の中で出てくるデータである。2070 年 5.2 億トンと

いう水素を見込んでいる。今の水素ビジョンでは

2030 年に 30 万トン、おそらく 2050 年くらいに

1,000 万トンプラスアルファくらいの数字を出して

いるので、これでは、今までの水素需要の見込みと

は大きくかけ離れている。この見込みは、今回の

CO2 を 46%まで削減するという目標からすると、か

なり見直されるのではないかと思う。非常に大きな

ウエイトを占めている。ここにあるように陸上、輸

送、船舶、航空、発電こうこういった分野、もう一

つ注目されるのは製鉄、化学といったところでも水

素をエネルギー資源として使用する。私はこの場合

の大きな問題はコストだと思う。キャリアとして、

あるいはエネルギー資源として使う時の水素のコス

トをどう下げていくのかいうことが、おそらくこれ

からの課題になってくる。 
国際エネルギー機関（IEA）の持続可能な開発シ

ナリオ（SDS）の予測を見ると、CCUS を実装しな

いグレー水素などが供給の大きな割合を占めるとい

うのが、今後 10 年間はやむを得ないのではないかと
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思う。例えば後で説明するが、中国のように太陽光

あるいは風力がかなり遠隔地にあって、それを送電

線で運ぶというのはいい。水素をアンモニアに転換

して、重油として使うというような流れも、今後大

きく展開される可能性は大きい。 
それから世界の水素戦略の契機になったのは、

2017 年トヨタが水素に関心を持ったことで出来た水

素基本戦略が世界の契機になった。フランスの「水

素展開計画」、米国も特にカリフォルニア州の「カリ

フォルニア州 FC 革命」、それから注目するのは、欧

州の燃料電池水素共同実施機構の「欧州水素ロード

マップ」。それからもう一つ大きな契機になったのが

IEA 技術レポート「The Future of Hydrogen」。あ

るいはオーストラリア、ドイツといった国々が、相

次いで水素に関心を持ち出した。 
欧州の水素戦略は、「欧州グリーンディール」や、

「水素エネルギー戦略」がある。特に燃料電池水素

共同実施機構が 2019 年 2 月に策定した「Hydrogen 
Roadmap Europe」によると 2030 年の最終エネル

ギー需要のうち、水素は 665TWｈ（水素換算 1,700
万トン／年）を占める可能性があるとされている。

それから欧州の一つの特色は、すでに天然ガスのパ

イプラインでお互いの国がまたがっている。その天

然ガスのパイプラインの横の一部のエリアである、

特にベルギー、オランダ、ドイツといった国々には

水素のパイプラインもすでにある。このような水素

のパイプラインを拡充する。または天然ガスのパイ

プラインもうまく使い、パイプライン網を作ってい

く。とりわけ北アフリカの地域は風力、太陽光など

の再エネの宝庫であるので、このような地域で作ら

れたエネルギーを水素に変えて欧州へ持ってくると

いうことが検討されている。そういう意味では、欧

州はこのパイプラインというものをうまく使ってい

けるというところが新たなメリットになる。 
しかしながら天然ガスのパイプラインは使うこと

は使えるが、やはりどうしても分子の間に水素が入

ることで劣化しやすいなどいろいろな問題があり、

従来型のパイプラインのままでいいのかどうかとい

うことも含めて、今後検討されていかなくてはいけ

ないかもしれない。欧州における 2030 年と 2050 年

の水素需要予測があるが、大きく増えていくであろ

うという形になっている。それから水素の供給もブ

ルーとグリーンをうまく見込みながら開発してい

く。先ほど、北アフリカで説明したが、もう一つウ

クライナからも再生エネルギー型のものを使ってグ

リーンな水素を提供していくことも考えている。そ

のための投資として水素の生産能力を増強するため

の投資、あるいは再エネから電解装置を使ってどう

水素を作るのか、あるいは CCS の回収など、いろい

ろな形でいわゆるインフラの累積投資額を見込んで

いる。この中には、水素製鉄設備改造も入っている

し、小規模の水素ステーションの数字も入ってい

る。 
米国の水素戦略は、エネルギー省が 2020 年 11 月

12 日に「Hydrogen Program Plan」を発表してい

るが、先行しているのはカリフォルニア州である。

今のバイデン政権では、おそらく水素に前向きな取

り組みをしていくのではないかと見込まれている。

まだバイデン政権の明確なインディケーションはな

い。 
業界横断的な水素ビジョンだが、大事なのは水素

システムであるということだ。単に、FCV だけでは

なく、発電等いろいろな分野で使えることによって

全体が生きてくるということである。 
ちなみに商用の水素ステーションだが、First 

Element という会社が非常に有名であるが、この会

社がカリフォルニア周辺で持っている水素ステーシ

ョンの数はまだ少ない。それから日本の水素ステー

ション数だが、最新の数字では 137 カ所である。電

気自動車（EV）充電スタンドと比較するとわかりや

すいが、EV は 19,300 カ所となっているので、まだ

まだ水素の充電スタンドは多くない。基本的に FCV
の場合は、公用車や商用車で使うと思うので、トラ

ック運送のキーステーション。あるいは商用バスの

ステーションというところを中心に充電スタンドを

造っていくということだと思うが、まだまだ水素ス

テーションは金額が高い。 
 

 
 
２．日本の水素システム 
今度は日本の水素システムだが、これは非常に象

徴的である。特に最近、国交省が非常に熱心で、カ

ーボンニュートラルポート（CNP）という言い方を

している。水素とかアンモニアとか、こういったも

のを海外から受け入れてきて国際的なサプライチェ
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ーンの中で、コアな仕組みをポジティブに考えてお

り、カーボンニュートラルポートいう言い方であ

る。こういったようなものは、新機軸になってそこ

から陸揚げされた水素が水素発電に使用され、諸々

の製造システムあるいは家庭用の燃料電池を動かす

材料に使うというようなことである。 
これが皆様ご承知の CO2 削減目標である。26%プ

ラス 20%で 46%の削減が必要になってきている。そ

ういう意味では、この水素の役割が大きくなってく

るのではないかと思う。特に水素発電や電力を運ぶ

システムとして水素をどのように使うのか、あるい

は車、貨物車、船、このようなところでどうのよう

に水素を使うのかが、日本においても課題になって

いる。それから水素社会に立ち上がる 3 つの壁とい

うのがあり、一つはコストである。今、目標で年間

1 万トンが約 100 円/N ㎥である。30 年に 300 万ト

ンを念頭において 30 円/N ㎥ぐらい。50 年 2050 年

には 20 円以下にしようというのが目標であるが、果

たしてこれが成り立つか否か。とりわけてその中で

も太陽光や風力などのグリーンの水素をなるべく増

やしていく。残念ながら日本の太陽光や風力などの

電力量はさほど大きくはない。そういう意味では、

そのようなものが作られる海外の中東とか、オース

トラリアなどから水素を持ってくるということだと

思うが、おそらく LNG と同じように、また奪い合

いが始まっていく。 
東南アジア、インド、あるいは中国も自ら再生エ

ネルギーで水素をつくることも可能である。中国の

大きなマーケットを考えれば、当然オーストラリア

や中近東などの海外から水素を持ってくることも十

分考えられる。サプライチェーンの構築ということ

で CO2 を出せないサプライチェーンの構築は非常に

難しい。CCS によって地中に埋める。あるいは液化

水素運搬船による輸入や、アンモニア化による運搬

などいろいろ考えられる。 
ここで、やはり水素の社会実装化に向けて考える

と 3 つぐらいの大きな課題がある。先ほど、コスト

の説明をしたが、もう一つは技術課題である。それ

をインフラとして整備する時における課題もある。

例えばパイプラインの安全規制や水素ステーション

の安全規制をどうするのかなどである。この中に当

然、規制強化や規制緩和なども大きく関わってく

る。そういう意味では制度整備も重要であるし、標

準化も大事である。既存インフラを最大限活用する

ことが大事ではあるが、本当なら天然ガスのパイプ

ラインなどもうまく使用しながらというのが望まし

いが、果たしてそれが可能かどうかということも含

めてチェックしなければいけない。 
それから LNG の施設などもうまく使っていく。

やはり発電施設もうまく使っていく。こういったが

ところが大事な課題である。液化水素、あるいはト

ルエンと水素を合わせるやり方、アンモニアやメタ

ンにする。それぞれの企業が日本でも研究開発が行

われている。まだまだ、それぞれには長所もあれば

短所もある。ここが競われているという現状があ

る。競い合った結果は一つになるのではなく、この

ような多様なものを通じて海外から水素を展開し

て、どのように水素需要につなげるかということで

あり、おそらく複合的にシステムが使われていくの

ではないかと思う。 
液化水素、メチルシクロヘキサン、アンモニア、

メタネーション、詳しくは説明しませんが、それぞ

れ特徴があり、長所もあれば短所もある。これをど

う乗り越えていくのか、どうまとめていくのかとい

うのが大事である。特にアンモニアなどは、有力な

キャリアな運び方であるが毒性があるなどの問題が

あって、街中で使用するのは難しいが、臨海部など

で使用されるだろう。メタネーションはガス会社な

どの代替として既存のインフラをうまく使っていく

であろう。 
最近、注目されているのは、水素システムの日豪

協力である。豪州は石炭や LNG の資源国だった

が、再生エネルギーや CCS で固定したようなグリー

ン、あるいはブルーな水素を液化水素運搬船にのせ

て、日本の国内では水素ローリーやパイプラインを

使って、それぞれ利用先に提供していく。水素サプ

ライチェーンであるが、液化水素による国際輸送も

展開されている。例えば褐炭ガス化によるものなど

がある。水素とトルエンを化学反応によりメチルシ

クロヘキサン（MCH）に変換し、それを使って水素

を運搬している。先ほど、ASEAN との関係を説明

したが、シンガポールやマレーシアでも、このよう

な経済協力をした。こういう分野についても

ASEAN との協力というのも出てくるであろう。 
水素発電の現状は、既存の火力発電も使用できるか

もしれないが、新しいガスタービンが検討されてい

る。特に、アンモニア発電などは電力会社が非常に

関心を持たれている。 
エネルギー基本計画が 7 月から 8 月に出てくるの

かと思っていたが、11 月くらいになるのではないか

と言われている。その大前提となるグリーン成長戦

略だが、水素はどう書かれているかというと、水素

産業、自動車、蓄電池産業などの中で、水素産業で

は、発電、輸送（自動車、船舶等）、産業（製鉄、化

学等）という分野でいわゆるカーボンニュートラル

が期待できるのではないか。日本が優位な分野とし

ては、グリーン成長戦略では水素発電タービン、FC
トラック等の商用車、水素還元製鉄などの分野で国

際競争力を強化する。FC トラックでは、2050 年に
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1,500 万台を導入するとして、約 300 兆円を見込ん

でいる。 
電力部門の脱炭素化は、再エネ、水素発電、火力

＋CO2 回収、原子力とあるが、ここでも水素発電は

注目される。水素戦略をブレイクダウンした形で、

今後の取り組みということでは、新日鉄の方にも聞

いているが、例えば水素還元製鉄などそう簡単には

いかないという話もあり、やはり難しい。水素だけ

ではなく、石炭と混焼して行うなどというやり方が

多かった。石炭を CCS で固定するなど、ミックスエ

ネルギーとして考えていくことも必要になってくる

のかと思う。なかなか水素だけでは、コスト増など

の問題もある。 
蓄電池などの大規模化とかをやる上では、研究開

発の要素はまだまだあり、そう簡単にいけるという

わけではない。ここに水素の 2017 年の基本戦略が

ある。今後、経済産業省は見直しをすると思うが、

少し古いという前提で説明する。将来目指すべき姿

というのは年数の記載はないが、2050 年くらいは念

頭に置いてあったと思う。水素の量はまだまだ低く

1,000 万トンプラスアウファぐらいである。それか

ら先ほど説明したように 20 円とコストを立ててあ

る。それからガス火力発電を代替するために、12 円

という数字を出してある。ガスステーションは 2030
年に 900 カ所になっているが、どういうふうになる

のかである。今後、抜本的にこの辺りの数字が変わ

ってくると思う。 
 
３．水素システム社会構築のための日中協力 

水槽システムの流れは、ASEAN との関係も話し

たいが、まずは中国を念頭においた日中の話をした

いと思う。これは 2018 年 5 月に李克強総理が日本

に訪日された時、東京で安倍首相との話を行い、そ

の後、札幌で日本の知事と中国の省庁との間の会議

に安倍総理や李克強総理も出席された。その後、北

海道苫小牧のトヨタの工場でいわゆる燃料電池車の

MIRAI と、プラグインハイブリッドのプリウスと自

動運転走行システムの E-palette というシステムの

３つを、李克強総理に豊田社長が自ら率先して説明

した。 
それが一つの契機になって、中国はかなりのウエ

イトで燃料電池世界に動きつつある。燃料電池だけ

ではなく水素にもスイングしていきたいと言われて

いる。ちなみに、この E-palette のシステムと

MIRAI はおそらく東京オリンピックでは 200 台ぐら

い出されると聞いている。北京の冬季オリンピック

では 2,000 台を出したいということで、蔡奇北京市

長にトヨタはかなりプッシュしたようだ。しかし、

現実に実現するかは聞いていない。 

カーボンニュートラルの自動車産業の対応方針と

して、内燃機関それからプリウスのようなハイブリ

ッド、ここからどちらに向かうのか、今の一つの流

れは、プラグインハイブリッドや、いわゆる EV の

世界にシフトしようとしている。それからもう一つ

ハイランクに行くのが、やっぱり FCV だと思う。し

かし FCV のマイナスは水素の充填場をどんどん造れ

るのか、EV のステーションのように造れるのかと

いうとそうもいかない。それは限界があるので、商

用車を中心になるのではないか。 
トヨタや BMW がカーボンニュートラルの燃料

車、いわゆるエンジンの中に、水素やバイオディー

ゼルを使って、カーボンフリーを目指している。今

日は EV の話を説明したいと思う。EV とプラグイ

ンハイブリッド、スーパー FCV という流れを見る

と、この EV の世界で何が起こっているのか、それ

が進化してくると e-Fuel や水素になってくる。特に

e-Fuel はエンジンが残るので、皆さんが関心を持た

れている。今までのエンジン+トランスミッションの

世界が残りやすいというところであるが、しかしそ

こまで時間が待ってくれるかどうか、FCV にうまく

シフトして行けるかどうか、このあたりも大きな課

題ではないかと思う。MIRAI については、新しい形

のスタックを、トヨタは中国で造るということにな

っている。しかし、もっと新しいスタックを中国は

第二世代の MIRAI へ求めてくると思う。今のとこ

ろ、スタックをうまく使って、トヨタはいすゞ自動

車とも連携しながら、日本国内で競業することも考

えているし、トヨタと一汽、東風、広州、北京の日

中 6 社で共同企業体（JV）をつくり、トヨタがスタ

ックを提供する形で、商用 FCV のサプライチェーン

を作っていうというトヨタスタックインサイドをシ

ェアしたい。大事な部品はトヨタが提供していく。

中国政府もこういう形で、奨励金を出し水素に力を

入れている。 
第 14 次 5 カ年計画の中でもカーボンニュートラ

ルの取り組みについて書いてあるし、おそらく近々

に水素ビジョンあるいは水素計画みたいなものが中

国政府からも発表されるのではないかと思う。実は

李克強総理が、中国に帰られてからかなりゲキが飛

び、特に科技部の万鋼部長は、元アウディの技術者

でもあり、彼がイニシエーターになっている。かな

り科技部として力を入れて周囲に対して、水素に対

して力を入れていこうということである。中国は急

速に水素にスイングしている。水素に絡む役所とし

ては、国家改革発展委員会がかなり力を入れてい

る。それから、この水素では清華大学の気候変動研

究院がかなり力を持っている。あのトヨタも清華大

学に FCV の話を含めて、プッシュされてきたという

こともある。 
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それから、地方政府が競い合って、水素タウンな

ど、こういったものに取り組み始めているというの

が象徴的である。これから、再生可能エネルギーは 
累計の設備容量で、こういう形になっているが、そ

の中で、やはり風力、太陽光あるいは水力など、新

疆ウイグル自治区などのいわゆる西部地域で、風力

や太陽光は送電線で運ぶとどうしても送電ロスがあ

り、水素に置き換えることによって、解消や軽減す

ることができるのではないかと言われている。そう

いうところで電力のネットワークの整備、蓄電エネ

ルギーの促進といった再エネからの水素製造を積極

的に展開し検討している。燃料電池についても、い

ろいろあるし、おそらく燃料電池に限らず水素発電

も含めた広い意味での水素システム社会を中国は目

指していくということである。そういうことで、先

ほど説明したように各地域で、今は、とりあえず燃

料電池が中心になっているが、このような地域で競

い合い開発をする。どっかで見たような感じだが、

昔、太陽光パネルが各地で乱立して、競い合って開

発されたように、おそらく地域を競わせることによ

って、燃料電池産業の育成を図ろうというところが

あるのかと思う。 
当然、グリーンな水素だけではなく、工業副生物

いわゆる随伴ガスからの水素がある。石炭産業とか

化学、コークスなどで水素が出てくる。特に象徴的

だなと思うのが石炭のエリアで陝西省とか山東省な

どの石炭のエリアこそ、水素に対して非常に関心が

高い。彼らはこれからカーボンニュートラルになっ

ていくので、これをどういうふうにして自分たちと

してエネルギーシフトに対応していくのかという点

で非常に高い関心を持っている。そういうところで

は、実は太陽光や風力などのエネルギーも使用する

し、石炭や随伴ガスをうまく使って、その時に

CCUS などで固定化をし、なるだけグリーンにして

いく。 
実は 2020 年 12 月にリアルとバーチャルを併用し

たハイブリッド形式で、東京と北京をつないで経済

産業省や中国国家発展改革委員会などを中心に第 14
回省エネ環境フォーラムの会議を開催した。その中

で、梶山経済産業大臣が「中国では工業などから副

生物して発生する水素の利活用が拡大している。安

定的な水素を活用したプロジェクトの実施など、両

国の特徴を活かした更なる協力が期待される。カー

ボンリサイクル分野で中国は、この分野の技術で多

く用いられる水素に関して高いポテンシャルを持っ

ている」と発言し、これを受けて、何立峰主任は日

本との省エネ・環境分野における産業協力の深化

と、グリーン技術のイノベーションにおける協力の

展開などについて発言された。基本的に、この分野

について日中で組んで協力していこうではないかと

いうことである。 
それを受けた形で、クリーン電力と水素エネルギ

ーの分野での幅広い日中協力をしていこうというこ

とになっている。工業副生物としての余剰水素、余

剰再エネ電力を抱える中国は、国内に膨大な水素生

産のポテンシャルがある。環境対策やエネルギーセ

キュリティーの観点から「何より次世代産業の育成

という産業政策の観点」から。政府は燃料電池車を

「発展進行する新エネ自動車のひとつ」として位置

づけている。水素の利用、ステーションの整備やパ

イプライン。日本の技術優位をある程度活用した連

携の可能性を探る。といっても日本の技術優位とい

いながらも中国のスピードは速いので、我々の技術

優位を担保できるのかということもある。しかし、

日本が協力しなくても、欧米勢がかなりの勢いで出

てきている。 
中国の標準の策定、日中の間で安全基準の国際標

準をどうつくっていくのか、実は良いモデルがあ

る。実際にチャデモとコンボが欧米勢と競い合って

いる。そしてどちらかというとコンボを意識してい

る GB/T（適用を推奨する国家標準）という中国の

システムがある。ぜひとも、中国と日本が組んでグ

ローバルな標準を EV の充電コンセントの形状も含

めて取りに行きたい。ChaoJi（チャオジ：日本と中

国の共同開発である超急速充電規格）というプロジ

ェクトを日中の間で、合意を得て、これからおそら

く 2020 年から 2023 年に実用化させていこうという

ことである。これは日中でうまく組めれば、グロー

バルな標準をつくれる。 
これと同じようなことを水素分野でもできないの

かと我々は思っている。欧米勢も来ている。Air 
Liquide（仏）はヨーロッパでパイプライン等も持っ

ている。日本でも展開している Air Liquide だが、

四川省などとの水素液化プロジェクトなどに積極的

に絡んできている。それから Air Products（米）。

The Linde Group（独）は上海や浙江省。シーメン

ス（独）は北京の中国電力と組んでいるし、AREVA
（仏）、BALLARD（カナダ）などもあり、日本が黙

っていても欧米勢がどんどん入ってきているので、

日本もこれに遅れることなく頑張っていくことが必

要だと考える。 
ASEAN の説明は今回できなかったが、今まで

ASEAN との間で LNG や備蓄などの協力もやってき

たので、おそらく水素においてもかなり連携してい

くことも大事じゃないかと思う。その中で、エネル

ギーの分野で中国は、ライバルにもなるし、連携先

にもなる。今後、中国の位置づけをどうしていくの

か企業の方々にも問われていると思う。 
以上です。ありがとうございました。 



        アジア・太平洋総合研究センター（APRC） 第 1 回研究会 詳報 ＜2021.8＞ 

 

 

8 

（司会） 
Q&A にいただいている質問の中からいくつか杉田

さんに伺いたい。 
 
 

Q:世界的なトレンドとしてだが、機材のサプライチ

ェーンは国際的な競業というのがあると思うが、水

素自体は国内で生産され国内で消費されるというこ

となのか。先ほど輸送船という話も出てきたが、国

際的にも水素自体がサプライチェーンを形成するよ

うになるのか、どちらがメインになってくるのか。 
 
A:（杉田氏） 

産油国で、石油なりガスとして出てきたものを東

南アジアや日本、中国に持ってきていると同様に、

やっぱり産油国、産ガス国などから、水素ガスを液

化して持ってくるということによってカーボンフリ

ーのエルギーを調達するというのが、日本や東南ア

ジアである。中国は自ら非化石燃料としてエネルギ

ーを作り、さらに随伴ガスの利用などあるが、中国

のサイズは大きいので、おそらく将来は中国自身も

液化水素を運んできて自国で使うということになる

と思う。そういう意味ではアジアの日本あるいは韓

国、中国、東南アジア諸国がうまくどのように水素

を使う。あるいは交渉力を持つのか、需要サイドと

してもサプライライトの形で交渉力をどう持つのか

を考えてみる我々は考えてみる。いわゆる液化天然

ガスの世界は、業界的にはフリーになったシステム

だが、フリーにならない形でやるのかということも

大事であるし、危機管理というところではどのよう

に備蓄するのか、といったところも大事である。そ

れから、安全に供給するというところでは、まだま

だ知恵を働かせなければいけない。 

 
  
 
 
Q:関連して少し前段階になるかもしれないが、中国

が水素エネルギーに結構力を入れてきているという

話があり、一つは気候変動というのがスライド中に

あった。水素エネルギーを入れる一番の背景として

は中国としてはどのような思惑があるのか。 
 
A:（杉田氏） 
中国の場合、2060 年という姿でコミットされて

いるので、日本を含めた西側先進国技術開発を使う

ことができるというところがある。また、中国自身

は途上国としてのインセンティブもある。しかしな

がら中国に大きな問題があった石炭に依存されてい

る構造があったので、石炭からどう脱却するのか、

2030 年にはピークを終わらせるということになる

が、その時のエネルギー転換、あるいはエネルギー

ミックスのやり方として水素を注目せざるを得なか

った。もう一つ、わたしが先ほど説明したようにい

わゆる西部エリアを中心に風力、太陽光あるいは水

力など、いろいろ発電してきているが、どうも有効

活用ができていない。需要地と供給地が離れている

ので、どのようにうまく使うのか、あるいは溜める

ということもある。電力ではなかなか溜められない

が、水素やアンモニアであれば溜めることが可能で

ある。溜めるということも含めて考えれば、水素は

非常に大事なエネル源であると中国が考えてもおか

しくないし、中国が考える契機をかなり日本がサジ

ェストしたということだと思う。 
 
 
Q：中国というは沿岸部に大都市が多いということ

もあり、砂漠地帯の太陽光発電も急拡大していると

思うが、水素が入ることで地域格差問題の解消につ

ながるようなことは考えられるのか。 
 
A:（杉田氏） 
新疆ウイグル自治区などの問題もあるので、簡単

にエネルギーだけで問題解決をするというわけでは

ないが、非常に大事なエリアであり、どう連携して

いるのかというところでは大きな課題ではないかと

思う。 
 
 
Q:北京では水素バスを見かけるが、日本では水素の

車というとトヨタの MIRAI などの高級車のイメー

ジがある。実体的な普及率は中国と日本はどのよう

な感じなのか。 
 
A:（杉田氏） 
トヨタが中国の商用車メーカーと組み、商用バス

の展開を始めているし、トラックの展開を始めよう

としているので、中国はどんどん進みつつある。日

本も日野とトヨタといすゞが連携して運送用のトラ

ックを積極的に水素を使う FCV にしていくという流
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れである。やはり、バスとかトラックは水素ステー

ションをある程度集約することができるので拠点を

作りやすい。私は、つくばに知り合いの企業の方が

おり、3 年くらい前にお邪魔したときつくば市には

当時は水素ステーションがなかったので、日本橋ま

で水素を入れにいかなければならない。半分使って

日本橋まで行き、また半分燃料を入れて帰ってくの

では困ってしまうという話があった。そういう現状

では、無理がある。137 カ所しかまだ水素ステーシ

ョンがないので、これは抜本的に 19,000 カ所の EV
充電スタンドのように造るといのはかなり至難の業

である。大金がかかり、高圧ガス保安法などかなり

厳しい規制もあり、そう簡単に日本で規制緩和がど

んどん転換できるかというとそうでもない。逆に中

国と連携したから安全規制をやって、そこでグロー

バルに通用するような基準をつくって日本に持ち帰

ってくるというのも十分考えられる。 
 
 
Q:水素のシステムはいろいろな技術が必要だという

話と、新しい産業につながれば新たな機会設備が必

要かと思うが、日本として戦略的にボトルネックと

なるようなもの、いただいた質問では電極などのた

めの白金なども重要な資源になるのではないか。わ

が国として、重要な技術や資源、それに対する戦略

などがあれば聞きたい。 
 
A:（杉田氏） 

いくつかキャリアの方法で、アンモニアやメチル

ヘキサン、メタネーションなど、まだまだ、それぞ

れ技術開発あるいは実証をしている段階である。お

そらくカーボン成長戦略、グリーン成長戦略の一環

では兆円オーダーの技術開発支援が行わる予定であ

る。政策投資、政策ファイナンスもなされる。ラン

ディションファイナンスを含めて行われるという予

定をしているが、実証研究段階、実証プロジェクト

の段階ぐらいまではいいのだが、本当に事業化する

までに、成り立ちうるかどうか、これは非常に大き

な問題だと思う。日本のスピード感でいいのか。ど

んどん欧米あるいは中国が進んでいく可能性があ

る。最初の技術開発は勝ったが、事業では負けちゃ

うということにならないように日本も頑張らないと

いけない。 
自分でそれなりの水素供給ができない。外から持

ってこなきゃいけない。これもハンデなのか優位性

なのかということになると思う。逆に液化して持っ

てくると、我々がやりやすいシステムが日本国内に

揃っているのかもしれない。それから今、白金（プ

ラチナ）の価値が結構上がっている。銀も上がって

いるようだが、おそらくレアアースとかエネルギー

に絡む金属は重宝されるかもしれない。地域的な偏

りや、あるいはコバルト、ニッケル、銅のように、

人権問題を絡んでいるようなエリアから調達しなき

ゃいけないようなことだと、難しい問題がある。そ

ういったものをクリアしながら我々として希少資源

を確保していくのか、あるいは、希少資源を他のエ

ネルギーや材料に代えていくということも必要にな

ってくるのではないか。 
 
 
（司会） 
最後に日本企業の方々などに水素に関連してメッ

セージをお願いしたい。 
 
A:（杉田氏） 
私は 2007 年から水素をフォローしていると申し

上げたが、そういう意味では隔世の感がある。やは

り今の原子力の難しさの流れの中で、46％の CO2
を削減するには、かなり水素が注目された。注意し

なければならないのは注目されるだけで、結局うま

くいかなかったということにならないように、ぜひ

皆さんご努力いただき、知恵を出し合いながら日本

だけではなくいろいろな国とも連携しながら、この

競争に勝ち抜いていくということが必要ではないか

と考えている。 
ぜひ、官民で連携しながら頑張っていくというこ

とが必要かと思う。 
 
（司会） 
ありがとうございました。 
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